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１　はじめに
　令和２年中（令和２年１月１日～令和２年12月31日）に発生した危険物に係る事故について、概要及び傾向を取りまとめ

ましたので報告いたします。

　なお、事故発生件数の年別の傾向を把握するため、事故件数にあっては、震度６弱以上（平成８年９月以前は震度６以

上）の地震により発生したものを除いています。

２　危険物に係る事故発生状況等
　令和２年中の危険物施設における火災及び流出事故の発生件数は、562件（火災事故187件、流出事故375件）と、前
年に比べ36件の減少となりました。（前年598件：火災事故218件、流出事故380件）。

　平成６年と令和２年を比べると、危険物施設は約29％減少しているにもかかわらず、事故発生件数は約２倍に増加して

います。

　無許可施設、危険物運搬中等の危険物施設以外での事故の発生件数は14件（前年21件）と、前年に比べ７件減少してお

り、その内訳は火災事故が３件（前年４件）、流出事故が11件（前年17件）となっています。

　これらの事故による被害は、火災事故によるものが死者２人（前年４人）、負傷者35人（前年40人）､損害額11億

3,090万円（前年56億1,299万円）、流出事故によるものが死者０人（前年０人）、負傷者23人（前年27人)、損害額２億

3,036万円（前年10億5,756万円）となっています。

　（図1、表１参照）

３　危険物施設における火災事故の発生状況等
ア　火災事故による被害の状況等
　令和２年中に危険物施設において発生した火災事故は187件（前年218件）であり、火災事故による被害は、死者２人

（前年１人）、負傷者33人（前年37人）、損害額は10億9,035万円（前年55億8,763万円。不明及び調査中を除く。

以下同じ。）となっています。

　また、製造所等の危険物施設の区分別にみると、火災事故の発生件数は一般取扱所が122件で最も多く、次いで給油

取扱所が30件、製造所が27件の順となっており、１件当たりの損害額では、一般取扱所が790万円で最も高く、次い

で、給油取扱所が224万円の順となっています。

　危険物施設１万施設当たりの火災事故の発生件数は、危険物施設全体では4.75件となっています。

　危険物施設における火災事故のうち、重大事故は８件（前年15件）発生しており、被害は、死者２人（前年１人）、負傷

者２人（前年４人）、損害額は3,694万円（前年６億5,998万円）となっています。前年に比べ、重大事故の発生件数は

７件減少し、死者は１人増加、負傷者は２人減少、損害額は６億2,304万円の減少となりました。また、重大事故１件当

たりの損害額は462万円です。

　これを製造所等の危険物施設の区分別にみると、重大事故の発生件数は、一般取扱所が最も多く４件、次いで製造所

が２件、屋外タンク貯蔵所が１件、給油取扱所が１件の順となっており、１件当たりの損害額では一般取扱所が881万円

で最も高く、次いで製造所が76万円となっています。

危険物施設における火災事故の発生件数の推移を製造所等の別にみると、最近の５年間では、一般取扱所、給油取扱所

及び製造所の３施設が上位を占めています。

　（表１、表２、表３、図２参照）
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イ　出火の原因に関係した物質
　危険物施設における火災事故の出火原因に関係した物質（以下「出火原因物質」という。）についてみると、187件の

火災事故のうち、危険物が出火原因物質となる火災事故が88件（47.1％）発生しており、このうち82件（93.2％）が第

４類の危険物でした。これを危険物の品名別にみると、第１石油類が34件（41.5％）で最も多く、次いで、第４石油類が

15件（18.3％）、第２石油類が14件（17.1％）、第３石油類が14件（17.1％）の順となっています。

ウ　火災事故の発生原因及び着火原因
　危険物施設における火災事故の発生原因の比率を、人的要因、物的要因及びその他の要因に区分してみると、人的要

因が56.7％（106件）で最も高く、次いで、物的要因が27.8％（52件）、その他の要因（不明及び調査中を含む。）が

15.5％（29件）の順となっています。個別にみると、操作確認不十分、維持管理不十分、腐食疲労等劣化、操作未実施

等が高い数値となっています。

　また、主な着火原因は、静電気火花が16.6％（31件）で最も高く、次いで、過熱着火が15.5％（29件）、高温表面熱

が14.4％（27件）、裸火が9.1％（17件）の順となっています。

　（図３参照）

４　危険物施設における流出事故の発生状況等
ア　流出事故による被害の状況等
　令和２年中に危険物施設において発生した375件（前年380件）の流出事故による被害は、死者０人（前年０人）、負

傷者23人（前年27人）、損害額は２億2,886万円（前年９億6,039万円）となっています。

　また、製造所等の危険物施設の区分別にみると、流出事故の発生件数は、一般取扱所が91件で最も多く、次いで、屋

外タンク貯蔵所が71件、給油取扱所が62件、移動タンク貯蔵所が57件の順となっており、１件当たりの損害額では、地

下タンク貯蔵所が143万円で最も高く、次いで、給油取扱所が87万円、屋外タンク貯蔵所が75万円の順となっていま

す。

　危険物施設１万施設当たりの流出事故の発生件数は、危険物施設全体では9.52件となっています。

　危険物施設における流出事故のうち重大事故は63件（前年59件）発生しており、被害は死者０人（前年０人）、負傷者

１人（前年３人）、損害額は7,958万円（前年５億5,988万円）となっています。前年に比べ、重大事故の発生件数は４

件増加し、死者は引き続きなし、負傷者は２人減少、損害額は４億8,030万円減少となりました。また、重大事故１件当

たりの損害額は126万円です。

　これを製造所等の危険物施設の区分別にみると、重大事故の発生件数は、移動タンク貯蔵所が最も多く16件、次い

で、一般取扱所が14件、屋外タンク貯蔵所が12件の順となっており、１件当たりの損害額では、地下タンク貯蔵所が

423万円で最も高く、次いで屋外タンク貯蔵所が209万円、給油取扱所が120万円の順となっています。

　危険物施設における流出事故の発生件数の推移を製造所等の危険物施設の区分別にみると、最近の５年間では、一

般取扱所、屋外タンク貯蔵所、給油取扱所、移動タンク貯蔵所が上位を占めています。

　（表１、表４、表５、図４参照）

イ　流出した危険物
　危険物施設における流出事故で流出した危険物をみると、多くが第４類の危険物であり、その事故件数は、370件

（98.7％）となっています。これを危険物の品名別にみると、第３石油類が122件（33.0％）で最も多く、次いで、第２

石油類が120件（32.4％）、第１石油類が94件（25.4％）の順となっています。
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ウ　流出事故の発生原因
　危険物施設における流出事故の発生原因の比率を、人的要因、物的要因及びその他の要因に区別してみると、物的要

因が53.1％（199件）で最も高く、次いで、人的要因が38.9％（146件）、その他の要因（不明及び調査中を含む。）が

8.0％（30件）の順となっています。個別にみると、腐食疲労等劣化によるものが34.4％（129件）で最も高く、次い

で、操作確認不十分が14.9％（56件）、誤操作が8.5％（32件）の順となっています。

　（図３参照）

５　事故の発生状況を踏まえた対策及び留意事項
　火災事故の発生原因としては、人的要因である操作確認不十分や維持管理不十分、操作未実施が多く、着火原因では、

静電気火花や過熱着火が多い結果となりました。次に、流出事故の発生原因としては、物的要因である腐食疲労等劣化が

最も多く、次いで人的要因である操作確認不十分が続いています。

　火災事故及び流出事故のいずれの場合においても、人的要因に対する対策としては予防規程等を活用した保安教育の徹

底、物的要因の対策としては施設及び設備等の経年劣化も踏まえた点検、維持管理の徹底が重要です。

　また、危険物に係る業界団体、消防関係機関等により策定された「令和３年度危険物等事故防止対策実施要領」等の統

計データを参考とし、都道府県別の事故発生状況や危険物施設の態様を踏まえた事故防止対策を実施していくことが必

要です。

　特に、令和２年中も含め近年の事故件数や事故発生率が大きく増減したものについては、その原因や再発防止について

検討することが重要です。

　事故の深刻度を考慮した分析結果や都道府県別の事故発生状況について消防庁ホームページに公表しておりますので

ご覧ください。

○　令和２年中の危険物に係る事故に関する執務資料の送付について（令和３年５月28日消防危第119号）

　　https://www.fdma.go.jp/laws/tutatsu/items/210528_kiho_119.pdf

○　報道資料「令和２年中の危険物に係る事故の概要」の公表（令和３年５月28日消防庁）

　　https://www.fdma.go.jp/pressrelease/houdou/items/210528_kiho_2.pdf
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図１　危険物施設における火災・流出事故発生件数及び危険物施設数の推移

表１　令和２年中に発生した危険物に係る事故の概要

(注) 事故発生件数の年別の傾向を把握するために、震度６弱以上（平成８年９月以前は震度６以上）の地震により発生した件数を除いている。

（注）１　（　）内の数値は重大事故件数を示す。

２　火災事故における重大事故は、危険物施設で発生した火災事故のうち、①死者が発生した事故（人的評価指標）、②事業所外に物的被害

が発生した事故（影響範囲指標）、③収束時間（事故発生から鎮圧までの時間）が４時間以上要した事故（収束時間指標）のいずれかに該当

する事故をいう。また、流出事故における重大事故は、危険物施設で発生した流出事故のうち、①死者が発生した事故（人的評価指標）、②

河川や海域など事業所外へ広範囲に流出した事故（流出範囲指標）、③流出した危険物量が指定数量の10倍以上の事故（流出量指標）の

いずれかに該当する事故をいう（「危険物施設における火災・流出事故に係る深刻度評価指標について」（平成28年11月２日付け消防危第

203号））。
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表２　令和２年中の危険物施設における火災事故の概要

（注）１　被害の状況は、危険物施設から出火し、当該危険物施設の火災でとどまったものは「Ａ」、他の施設からの類焼により危険物施設が火災

となったものは「Ｂ」、当該危険物施設の火災により他の施設にまで延焼したものは「Ｃ」、危険物の流出に起因して施設外から火災となっ

たものは「Ｄ」とした。

　なお、「Ｂ」には、危険物施設又は無許可施設の火災からの類焼は含まない。

２　１万施設当たりの発生件数における施設数は、令和２年３月31日現在の完成検査済証交付施設数を用いた。

表３　令和２年中の危険物施設における火災事故に係る重大事故の概要

（注）１　１万施設当たりの発生件数における施設数は、令和２年３月31日現在の完成検査済証交付施設数を用いた。

２　「重大事故の内訳」欄の各指標の数値は要件に該当した件数を計上しているため、合計値が「重大事故発生件数」欄の数値と一致しない

場合がある。人的評価指標、影響評価指標及び収束時間指標は、表１の（注）２による。
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図２　危険物施設における火災事故件数の推移（過去の５年間）

（注）１　件数20件未満は省略した。

２　屋内タンク貯蔵所、簡易タンク貯蔵所、第一種販売取扱所及び第二種販売取扱所の火災事故は過去５年間発生していない。

ISSN 2433－8214

197197令和２年中の危険物に係る事故の概要 消防庁危険物保安室



24

図３　令和２年中の危険物施設における火災・流出事故の発生要因
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表４　令和２年中の危険物施設における流出事故の概要

（注）１　発生件数には、製造所等に配管で接続された少量危険物施設等において、指定数量以上の危険物が流出したものの件数を含む。

２　１万施設当たりの発生件数における施設数は令和２年３月31日現在の完成検査済証交付施設数を用いた。

表５　令和２年中の危険物施設における流出事故に係る重大事故の概要

（注）１　１万施設当たりの発生件数における施設数は令和２年３月31日現在の完成検査済証交付施設数を用いた。

２　「重大事故の内訳」欄の各指標の数値は要件に該当した件数を計上しているため、合計値が「重大事故発生件数」欄の数値と一致しない

場合がある。人的評価指標、流出範囲指標及び流出量指標は、表１の（注）２による。
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図４　危険物施設における流出事故件数の推移（最近の５年間）

（注）１　件数20件未満は省略した。

２　簡易タンク貯蔵所、第一種販売取扱所及び第二種販売取扱所の流出事故は過去５年間発生していない。
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